
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 沖縄県 座間味村

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

　扶助費・補助費等に関しては、歳出削減による経常経費の削減等を図ったこと等により、類似団体平
均を下回っている。

  人件費・公債費に関しては、退職者不補充（平成１８年度▲３人）や特別職給与の削減等により多少
改善されてはいるものの全体でみてみると依然として類似団体平均を上回っている状況である。
　「集中改革プラン」に沿った行財政改革への取組を通して、義務的経費の削減に努めることにより経
常収支比率の抑制を図る。


